
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

提 出 書 類 関 係 様 式 集 





様式－１ 

所 
 

長 
 

次 
 

長 
 

施
工
管
理
幹 

 
課

 
長

 
担

 
当

 

 
業 務 打 合 せ 簿 

発  議  者 □ 発注者  □ 受注者 発議年月日 平成   年   月   日 

発議事項 
□指示 □協議 □通知 □承諾 □提出 □報告 □届出 □請求 □質問 □回答 
□その他（        ） 

契約番号  

業 務 名  

受注者名  

（内 容） 
 

 添付図  葉、その他添付図書                  

発

注

者 

 上記について □指示・□承諾・□協議・□通知・□受理・□請求・□回答 します。  
              □その他（       ） 
 
   監督員                         印            平成   年   月   日

処 
 

理 
・ 
回 
 

答 

受

注

者 

 上記について □了解・□協議・□提出・□報告・□届出・□質問 します。 
              □その他（       ） 
 
   管理技術者                     印 
   担当技術者                  印            平成   年   月   日

 （注）打合わせの都度２部作成し、各々保管する。 

 

－ 1 － 



 

－ 2 － 

参考様式 
 

打 合 せ 記 録 簿 
 

第  回  追番  －  頁 

監 督 員 監 督 員 担 当 者
管 理

技 術 者
担 当 者 発 注 者 

 
 

印    

受 注 者

 
 

印     

所 属 名  受 注 者  

件 名  整理番号  

 日 時 平成  年  月  日（  ） 
発 注 者 側 

 場 所  

 
出 席 者 

受 注 者 側 
 

打合方式 会 議・電 話 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
備考 １ 日本工業規格Ａ列４番タテ 
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（第 1209 条 11 項関係） 

○コスト縮減設計留意書について 

後段階の設計において、一層のコスト縮減の検討の余地が残されている設計業務を対象とす

る。 

1. 予備設計時には以下の対応を行うものとする。 

(1) 詳細設計時に検討すべきコスト縮減提案 

最適案として選定された１ケースについて、コスト縮減の観点より形状、構造、使用材   

料、施工方法等について、詳細設計時に検討すべきコスト縮減提案を行う。なお、この提案

は予備設計を実施した技術者が、その設計を通じて得た着目点・留意点等（コスト縮減の観

点から詳細設計時に一層の検討を行うべき事項）について、詳細設計を実施する技術者に情

報を適切に引き継ぐためのものであり、本提案のために新たな計算等の作業を求めるもので

はない。 

 

(2)上に係る成果は、形状、構造、材料、施工方法等を着目点に整理し、以下のコスト縮減

設計留意書として提出することを基本とする。 

 

コスト縮減設計留意書 

  予備設計の内容    詳細設計時に検討すべき 

   コスト縮減提案及び効果 

  関連する検討事項 

  及び問題点 

   

 

2. 概略設計時には以下の対応を行うものとする。 
後段階で予備設計を行う概略設計業務の場合には、１．における 「詳細設計」を「予備設  

計」に、「予備設計」を「概略設計」に置き換えるものとする。 
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⑥
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⑦
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⑧
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⑨
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⑩
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。

注
3
：
建

設
混

合
廃

棄
物

の
新

築
は

（
社

）
建

築
業

協
会

の
調

査
結

果
（
H
2
．
9
．
3
0
）
、
木

造
解

体
は

「
関

東
木

造
　
　
　
建

設
解

体
業

連
絡

協
議

会
」
の

調
査

結
果

（
H
3
．
3
．
4
）
に
よ
る
。

注
4
：
盛
土
状
態
で
の
換
算
値
。
｛
「
道
路
橋
示
方
書
・
同
解
説
」
（
社

）
日
本
道
路
協
会
｝
等
に
よ
る
値

。

－
－

０
．

３
１

※
注

３
0
.
8
1
6



１
．
設

計
概

要

２
．
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ト
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ト
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    テクリス登録の際の事務手続きフロー図 
 

受注者 発注者 

業 務 発 注 

業 務 受 注

登録内容の確認。 

ＴＥＣＲＩＳ登録 

業務カルテ受領書 

受領書の写しを提出。 

監督員は確認。

登録内容に変更が生じた場合には、登録内容の確

認。 

ＴＥＣＲＩＳ変更登録 

業務カルテ受領書 

受領書の写しを提出。 

監督員は確認。

業務完了報告書 

登録内容の確認。 

ＴＥＣＲＩＳ完了登録 

業務カルテ受領書 

受領書の写しを提出。 

監督員は確認。
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変

き

更後、土、日、祝日等を除

１０日以内 

登録機関 

完了後、土、日、祝日等を除

き１０日以内 

契約後、土、日、祝日等を除

１０日以内 き

登録機関 

登録機関 




